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退職手当の水準引き下げに関わり北海道市町村職員
退職手当組合と交渉（３－最終）
－最終回答を受け、明日の戦術は時間外の抗議と報告集会へ戦術変更－
－独自条例を有する自治体においては引き続き最終決着まで闘争体制を堅持－
	自治労道本部は、１月１７日１５時より北海道市町村職員退職手当組合（以下、道退手組合）との交渉を持ち、前回（１月１０日）交渉で再検討を求めてきた支給水準や経過措置などの取り扱いについての最終的な見解を質した。

　最終交渉において、道退手組合は支給水準については国どおりとしたこれまでの回答に終始したが、道本部が強く求めていた経過措置（逓減措置）については、当初の提案を変更し、年度主義による逓減とすることを回答した。その他、退職手当見直しに係る官民比較対象企業規模などのルール化については、全国協議会の場などでの意見を検討するなど、私たちの主張を一定踏まえた見解を示した。
　こうした最終回答を踏まえて、道本部は緊急に執行委員会を開催し、回答内容の分析・検討を行い、明日（１月１８日）予定している２９分ストライキの戦術については変更し、時間外の抗議と最終回答内容の報告集会を実施すること、また、超勤拒否や腕章着用の戦術は本情報を持って全て解除することを確認した。
　また、最終回答を受けて、別紙のとおり自治労道本部と道退手組合との間で「確認書」を交わした。
　退職手当支給水準見直しについては、これから地公三者や札幌市、他の独自条例を有する自治体において交渉が山場を迎えるので、引き続き、道本部総体でこの課題の前進に向けて、全力をあげていく。
　最終交渉の詳細や道本部執行委員会見解などは以下のとおり。




１　最終交渉の概要
（１）冒頭、これまで実施した２回の交渉を受けて、最終的な見解を質したところ、道退手組合は「前回の交渉において検討すると回答した逓減措置の期間について年度ごととする。したがって、調整率が８７/１００となるのは、平成２７年４月１日からとなる」と回答した。これに対し、道本部は、最終回答に触れられていない課題を中心に指摘を行った。
（２）退職手当支給水準引き下げについて、道退手組合として独自の判断をすべきと指摘し、再度見解を質したが、道退手組合は「従来から国及び他の公共団体の水準に合わせることとしており、官民較差を踏まえて、これを是正することは止むを得ないことから、同様の措置をとろうとするもの」と回答した。これに対し、道本部は「各自治体単組からは退手組合への負担金を引き上げてでも、減額幅の圧縮などを行うべきだという意見も寄せられた。勧告にはない独自削減等がある中で国家公務員と一律に見直しを強行したことは極めて遺憾だ」と指摘し、強く抗議を申し入れた。

（３）退職手当見直しに係るルール化について、道本部は「この間の見直しの経緯を見ても公務員労働者の処遇改悪を意図して政治的に比較対象企業規模の拡大や地域民間水準への準拠の強制が行われていることは極めて遺憾」と指摘した上で、今後とも官民比較方法等の課題について、指摘を踏まえて意見反映するよう見解を質した。これに対し道退手組合は「全国９ブロック代表で組織する幹事会においては、問題意識を共有している。事務担当者の組織という性格上、政治的な要望活動を行うことは想定していない。近々、全体会議が開催されるが、その際に北海道組合として問題意識を共有できるような意見を述べることができるか検討したい」と回答したことから、こうした回答を確認した。

（４）早期勧奨退職制度について、具体的な説明がなかったことを指摘し、道本部として退職を強要するツールとすることには反対だと強く申し入れた。道退手組合は「早期勧奨退職制度については、国が政令を出した後、退職手当組合の原案を策定し、協議を行う」と回答したため、適宜な時期に十分な協議を申し入れた。

２　道本部執行委員会見解

　　以上の最終回答を踏まえて、自治労道本部は別記のとおり「見解」をまとめた。こうした見解を踏まえて、明日予定していた２９分ストライキについては戦術変更し、大幅な引き下げを強行した抗議と最終交渉内容の報告をおこなう時間外集会に戦術変更をすることを、道本部執行委員会において確認した。同時に、すでに提起している腕章着用や超勤拒否戦術については、この情報をもって全て解除する。

　　なお、退職手当支給水準見直しについては、これから地公三者や札幌市、他の独自条例を有する自治体において交渉が山場を迎えるので、引き続き、道本部総体でこの課題の前進に向けて、全力をあげるので、全単組の結集をお願いする。

　　各地方本部においては、これらの内容を全単組へ周知するとともに、明日の時間外報告集会に万全を期すこと。
以上

＜別　記＞

自治労道本部執行委員会見解
１　昨年３月に人事院の民間企業の退職時給付調査結果が公表され、官民較差が402.6万円におよぶこと、そして、早期にこの較差を是正しなければならないとした有識者会議などの報告が出された中で、政府は８月７日退職手当引き下げの基本方針を決定した。その後、国会へ退職手当法の改正案が提出されたものの、成立の時期の見通しが立たず、第181臨時国会において、衆議院の解散が迫った11月16日に法案が成立し、11月26日公布された。これにより国家公務員への取り扱いは、2013年１月１日以降の退職者に引き下げを適用することとなった。また、支給水準の調整は退職手当の基本額のみの引き下げを行うこととし、調整率を104/100から87/100まで引き下げ、約10月分におよぶ大幅な引き下げであり、それにもかかわらず、過去取られたことがない引き下げ幅と９月ごとの逓減措置を設けるという、生活実態からも人事管理上からも極めて理不尽な制度改正となっていた。

２　法律施行後の総務省の対応は、都道府県や政令市、退職手当組合に対して、国の施行日が2013年１月１日としていることから、年度内に施行日を設けることを強く要請するなど、地方自治体におけるその後の作業スケジュールや退職の実態を全く考慮しない助言がなされてきた経過にあった。従って、国公の退職手当法成立後は独自条例を有する自治体などで、施行日を2013年１月とする提案が相次ぎ、都道府県段階では国と同時期に施行日・逓減措置がとられたところが西日本を中心に出てくることとなった。北海道においても、こうした国の制度改正の動きを前後して、独自条例を有する都市単組において厳しい交渉が進められてきたものの、道本部総体で2013年１月施行について、延期させ新年度以降の退職者への適用をめざして、取り組みを進めてきた。こうした中、道退手組合からは道本部に対し、12月12日改正条例案の提示があり、12月21日、１月10日と２度の交渉を踏まえて、本日の最終交渉を行うこととなった。結果として退職手当組合加入自治体全体で取り組んだ署名行動は30,487筆を集約し、圧倒的多数の組合員の怒りを集結して、この間の交渉を進めてきた。
３　退職手当制度の見直しに係る課題は、大幅な支給水準引き下げ問題と逓減措置のあり方が中心的な課題となったが、他にも退職手当の官民比較方法の見直しなどについて、道退手組合と議論を進めてきた。
　　本日示された最終回答において、大幅な支給水準の引き下げについて、道退手組合としての独自の判断を最後まで求めたが、国家公務員の退職手当法が改正されていることやこれまで国に準じて条例改正を行ってきたことなどを理由として、国には取られていなかった財政事情を理由とした給与の独自削減があるにもかかわらず、最後まで姿勢を変えなかったことは極めて遺憾であり強く抗議の意を表明する。今後は引き下げられた退職手当を回復するためには、退職時点での給与額を引き上げなければならず、その対応に全力をあげていかなければならない。
４　一方、年度内退職者を対象とする引き下げ開始時期は、提示の段階において適用させないとした判断が示されており、さらに、理不尽な９月ごとの逓減措置については、当初は国家公務員と同時期の逓減方法を意図していたが、自治体における職員の退職の実態を強く訴え、また、退手組合加入自治体からの働きかけを強力に取り組みを行った結果、年度ごとに引き下げを行うとする回答を示させることができた。この回答は３万筆を超える署名や各単組様々な取り組み成果として評価できるものであり、厳しい公務員労働者を取り巻く情勢の中において、唯一、前進した結果といえる。

５　その他、官民比較方法の課題について、特に公務員にはない雇用保険に係る給付等を比較対象の一部に含めることや比較対象企業規模の範囲など、議論を行ってきたが、雇用保険については一定の認識は示されたものの、比較対象企業規模については、現行の取り扱いが望ましいとの姿勢は崩さず、課題は残された。しかし、現在の公務員労働者に対して行き過ぎたバッシングがあることに対しては共通の認識が得られたと同時に、見直すべき課題については、退手組合として問題意識が共有できるような意見を述べることも検討するとしており、仕組み上は困難な事情はありながらも、今後の見直しに向けた姿勢を一定明らかにさせることができた。
６　退職手当支給水準見直しについては、今後、地公三者や札幌市、他の独自条例を有する自治体において交渉が山場を迎えていく。本日の交渉の成果を最低限の妥結ラインとして他の自治体の交渉へ波及すべく、引き続き、道本部総体でこの課題の前進に向けて、全力をあげていく。
2013年１月17日
自治労北海道本部執行委員会
＜別　紙＞
確　認　書
退職手当条例の一部改正について、次のとおり意見の一致をみたので確認する。
１　退職手当条例の一部改正については、平成２４年１２月２１日および平成２５年1月１０日、１月１７日に退職手当組合から自治労北海道本部に提示された内容とし、以下のとおりとする。　
改正内容については、調整率を現行104/100から87/100へ引き下げ、施行期日は平成２５年４月１日とする。その際の経過措置については以下のとおりとする。
①　平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日までは、調整率98/100とする
②　平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日までは、調整率92/100とする
③　平成２７年４月１日以降は87/100とする
２　改正条例案の議会提案は平成２５年２月５日とする。
３　早期勧奨退職制度については、国の政令が明らかとなった段階で、退職手当組合の原案を策定し、あらためて協議する。
４　今後も、退職手当の支給に関する課題については、北海道市町村職員退職手当組合と自治労北海道本部の双方が事前に誠意を持って話し合うこととする。
　平成２５年１月１７日
　　　　北海道市町村職員退職手当組合　事務局長　粕　谷　　　　寛　　印
　　　　　　　　　　　自治労北海道本部　書記長　大　出　　彰　良　　印
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